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　４月 13 日、参院地方創生・デジタル社会特
別委員会で地方分権一括法案のうち、応急仮設
建築物の存続期間を１年ごとに延長できる建築
基準法改正について質問しました。
　応急仮設建築物の設置、運用費について生じ
る地方負担分に対する財政支援措置について、
「法改正を受けての存続期間の１年ごとの延長
に際しても同様に措置されるか」との質問に対
し、野田聖子内閣府地方創生担当相は「地域の
実情に応じ、新型コロナウイルス感染症対応の

応急仮設建築物（隔離診察施設、コロナ対応の
検査施設、仮設診療所、外来診療待合室等）に
加え、災害救助用の応急仮設建築物の存続期間
も延長対象となる」と答弁。
　新型コロナ感染対策に使用する応急仮設建築
物は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援
交付金（補助率１０分の１０）で、災害救助用
の応急仮設建築物については、地方交付税（最
大措置率１０分の９）で必要な国庫負担がなさ
れます。

災害救助用の応急仮設建築物の延長に財政措置

　3月２２日の参院総務委員会で、コロナ禍のもと
自治体職員の時間外勤務が常態化しているとして
職員の増員を求めました。

　自治労連の調査で
自治体職員の時間外
勤務が月２９８時間
を超えるなど深刻化
している一番の要因
は新型コロナ対応で
業務量が増えたこと
です。医師の面接指
導が必要な職員数を
質したところ、総務
省の山越伸子公務員

部長は「知事・市町村部局等の職員約１２０万人中、
医師の面接指導対象は４万６７２５人。２万５１
８１人に医師の面接指導が行われず、うち７０９
９人が業務多忙で面接時間を確保できなかった」
と答弁しました。これに対して「業務多忙で面接
が必要なのに、業務多忙で面接時間すら確保でき
ない。人員不足は深刻だ」と指摘しました。
　２００５年度から始まった定数削減策「集中改
革プラン」以降の職員数の推移は、０５年度１０
４万８８６０人、２１年度は９３万４５２１人と 1
割以上減らしています。
　「職員を減らしすぎて足りていない。住民の命と
暮らしを支える自治体職員を増員すべきだ」と金
子大臣に迫りました。

自治体職員増やして！　
時間外勤務の常態化追及

コロナ緊急支援交付金と地方交付税の 2種類の措置



　３月２９日、ＮＨＫ予算の承認について質問し

ました。

　かんぽ生命保険の不正販売報道をめぐり、ＮＨ

Ｋ執行部は日本郵政グループの抗議に屈して続

編放送を取りやめ、さらに経営委員会が「ガバ

ナンス（組織統治）」を理由に上田良一会長（当時）

を「厳重注意」し、その議事録を隠ぺいし続け

ています。

　開示された「議事起こし」には、森下俊三経

営委員長（当時代行）の「番組の取材も含めて

極めて稚拙」などの発言があり、質問で「番組

編集への経営委員の関与を禁じた放送法に違反

するのではないか」とただしました。森下氏は「番

組をめぐる意見・感想」だったと強弁。経営委

員の一人が「本来の不満は（番組の）内容」と

言及したことを示すと、森下氏は「制作手法へ

の指示ではない」と繰り返しました。

　伊藤氏は、議事録を「全面開示すべきだ」と

強く求めました。

　そのほか、受信契約の訪問営業を法人委託し

た結果、強引な勧誘が横行したと追及しました。

一方で、従来からいる個人委託契約の「地域ス

タッフ」は、受信料制度の丁寧な説明に努めて

おり、「地域スタッフを廃止してどのように視聴

者の理解を深めるのか」と質問しました。前田

晃伸会長は、地域スタッフの仕事を「評価して

いる」としつつ、インターネットなどを通じた「訪

問によらない営業」に切り替える考えを示しま

した。それに対し、「受信料制度の意義を語って

きた地域スタッフの役割は重要だ」と指摘しま

した。

議事録を全面開示せよ　
かんぽ報道　ＮＨＫ経営委に伊藤議員が質問

　総務省の「スマート自治体研会報告書」では「(自
治体の ) 窓口に来なくても目的を実現できないか
常に考える」としています。これに対して、「自
治体の窓口業務の廃止が政府の方針か」とただ
すと、総務省の阿部知明審議官は「住民の多様
な相談を受けニーズをすくい上げる窓口業務は、
デジタル化を進める中でも引き続き重要だ」と
答弁しました。
　その他、川崎市のＡＩ活用実証実験報告書で
示された課題を紹介し、自治体職員がＡＩ処理

のプロセス・結果を検証できるようにすべきだ
と指摘しました。同省の辺見聡審議官は、ＡＩ処
理の妥当性を自治体自身が判断することについ
ては「さらにその効果を検証すべきだ」と述べ
ました。
　「地域と自治体のことにも、デジタルにも精通
した自治体職員の育成こそが必要だ」と求めま
した。

自治体の窓口は重要　「対面サービス守れ」


